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研究要旨 
 第 4 期がん対策推進基本計画において「誰一人取り残さないがん対策」という文言が全体

目標に入り、健康格差に関するモニタリングや目標値設定、また各都道府県での取り組みに

関しての検討が必要となる。その基礎資料とすべく、①現在ロジックモデルで提示されている

各種指標に関して、現時点で計測可能な指標について整理する。また、②計測可能な地理

的単位のスケールによる違いを提示するとともに、③各種地域指標とアウトカム指標との関連

を紹介し、今後、国、都道府県、市区町村レベルで実施するがん対策への指標の活用の可

能性について検討する。 
 第 4 期計画のロジックモデルにおいて、いくつかの指標についての格差計測の可能性をま

とめた。人口動態統計、全国がん登録、NDB を活用する指標の場合には町丁字あるいは郵

便番号までの地理情報が活用できるため、小地域の地理的剥奪指標が活用でき、都道府県

や市区町村でのがん対策に活用が可能となる。自治体実施の事業データは公開データでは

市区町村までになるが、各自治体では詳細住所を保有しているため、町丁字までのデータ活

用も可能である。一方、国民生活基礎調査、患者体験調査などは都道府県単位の情報に限

られるため、都道府県別指標との関連を検討することで、各県の位置づけや要因を検討する

こととなる。 
 

Ａ．研究目的 
第 4 期がん対策推進基本計画において、全体

目標は「誰一人取り残さないがん対策を推進し、全

ての国民とがんの克服を目指す。」と設定された。

「誰一人取り残さない」という文言はすなわち健康

格差に対して取り組んでいくということであり、健康

格差に関するモニタリングや目標値設定、また各

都道府県での取り組みに関しての検討が必要とな

る。その基礎資料とすべく、①現在ロジックモデル

で提示されている各種指標に関して、現時点で計

測可能な格差指標について整理する。また、②計

測可能な地理的単位のスケールによる違いを提示

するとともに、③各種地域指標とアウトカム指標との

関連を紹介し、今後、国、都道府県、市区町村レ

ベルで実施するがん対策への指標の活用の可能

性について検討する。 
 

Ｂ．研究方法 
①現時点で計測可能な格差指標 

 2023 年 5 月現在で示されている第 4 期がん対

策推進基本計画のロジックモデル案より最終アウト

カム、分野別アウトカム、中間アウトカム、個別施策

（アウトプット指標）について抜粋し、格差の計測可

能性について整理した。 
指標を計測するデータソースは分子・分母に分

けて提示した。悉皆性・代表性はデータソースの性

質から判断した。社会経済指標としては、地理的

剥奪指標の他、世帯収入、教育歴、加入保険に関

しての情報の有無について示した。対策への活用

の項では、格差対策を国、都道府県、市区町村の

立場として実施する場合に、その格差指標が活用

可能かという点で判断した。 
 
②計測可能な地理的単位のスケールによる違い 
 都道府県単位でしか計測できない統計指標も多

いが、市区町村レベルまで計測できるものも少なく

ない。地理的剥奪指標を例に、市区町村レベルで

の地理的剥奪指標で計測した場合の格差と、都道
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府県レベルの地理的剥奪指標で計測した場合の

格差について提示する。 
 
③各種地域指標とアウトカム指標との関連 
＜都道府県単位＞ 

都道府県単位でしか計測できない指標に関して

の中心部への人口偏在性と社会経済状況の二つ

の地域指標を開発した（論文発表 7）。その二つの

指標と喫煙率および検診受診率との関連を提示

する。 
 
＜市区町村単位＞ 
 人口動態統計および全国がん登録に関しては、

市区町村単位での指標による関連が検討可能で

あるため、市区町村単位の地理的剥奪指標と人口

集中地区居住割合との関連を紹介する。 
 
Ｃ．研究結果 
①現時点で計測可能な格差指標 
表 1 に第 4 期がん対策推進基本計画における

各指標の格差の可能性と対策への活用の視点を

まとめた。悉皆調査である人口動態統計および全

国がん登録では町丁字単位までの住所情報が利

用可能であり、NDB においても郵便番号が使用

できるため、小地域レベルでの地理的剥奪指標が

使用可能である。 
サンプリング調査である国民生活基礎調査や国

民健康栄養調査などは、世帯収入、教育歴、加入

保険などのデータが利用できるが、地理情報は都

道府県単位しかない。 
医療・共生分野で多く活用されている患者体験

調査に関しては、地理情報は都道府県単位しかな

い上に、世帯収入、教育歴、加入保険等の社会経

済指標は計測されていない。 
自治体実施の検診受診状況などは事業報告デ

ータから、公開されているものでも市区町村単位ま

では利用可能である。 
個別施策のアウトプット指標に多い、現況報告を

活用した○○を実施した拠点病院数という指標に

関しては、各都道府県内の拠点病院数あたりの割

合に換算することを想定して整理した。その場合、

都道府県単位までの地理情報になる。 
○○実施市町村数も同様に都道府県内の市区

町村数当たりの割合と想定して整理した。 
 
②計測可能な地理的単位のスケールによる違い 
 ①にまとめたように、都道府県単位でしか計測で

きないものも多いが、人口動態統計など市区町村

や町丁字まで小さい地理単位の計測が可能なも

のがある。市区町村レベルでの地理的剥奪指標と

都道府県レベルでの地理的剥奪指標と全がん年

齢調整死亡率（75 歳未満、男性）との関連を図 1
に示した。市区町村単位の地理的剥奪指標は 50
分位とし、都道府県数に近い数とした。都道府県

単位の指標での相関係数は男性で 0.65、女性で

0.53 であったが、市区町村単位の指標との相関係

数は男性で 0.90、女性で 0.92 と高い相関を示し

た。 
 
③各種地域指標とアウトカム指標との関連 
＜都道府県単位＞ 

国民生活基礎調査で得られる喫煙率やがん検

診受診率などは都道府県単位の指標との関連を

見た（図 2～5）。男性喫煙率は人口偏在性が高い

ほど低く、社会経済状況が悪いほど高い傾向にあ

った（図 2）。女性喫煙率では人口偏在性が高いほ

ど高い傾向にあり、社会経済状況との関連は大き

くなかった（図 3）。男性の大腸がん検診受診率は

人口偏在性が高いほど、また社会経済状況が悪

いほど低い傾向にあった（図 4）。女性の子宮頸が

ん検診受診率では、二つの地域指標との関連が

小さかった（図 5）。 
 
＜市区町村単位＞ 
 市区町村単位の地理的剝奪指標および人口集

中地区居住割合を人口で重み付けした 5 分位ごと

に年齢調整死亡率を示した（図 6）。肺がん男性と

肝がん女性では地理的剝奪指標との関連が高い

が人口集中度とは関連性が低かった。肺がん女性、

乳がん女性では逆の傾向が見られた。 
 
Ｄ．考察 
 第 4 期がん対策推進基本計画のロジックモデル

に記載される計測指標は多岐にわたるが、「誰一

人取り残さない」という視点で全ての指標に関して、

格差の計測が可能であるわけではない。都道府県

単位での計測が可能であれば、「地域差」という視

点での評価は可能であるが、各都道府県での格

差対策のアクションにはつなげづらい。 
 自治体が実施している事業に関しては自治体が

住所情報を保有しているため、小地域の地理情報

に落とし込み、各種地域指標との関連を計測したり、

アクションにつながる環境因子（医療機関との距離

など）との関連を計測したりすることも可能である。

今後、実際に自治体のデータをどのように活用す

るかのモデル事例などの提示が必要になる。 
 患者体験調査のように、現状で格差の計測が困

難である調査に関しては、第 4 期がん対策推進基
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本計画の全体目標である「誰一人取り残さない」と

いう視点を踏まえ、計測可能になるように組み入れ

を検討してほしい。 
 都道府県がん対策推進計画においては、より小

地域の情報に基づく評価を行うことで、県内におけ

る格差の存在、また取り残されている集団の特定

が可能になり、格差縮小に向けたアクションにつな

がる。自治体実施の事業に関しては、市区町村と

協力し、データを収集・分析・評価を行う必要があ

る。また、県独自で調査を行うなどの工夫も必要に

なる可能性がある。  
 
E. 結論 
 第 4 期がん対策推進基本計画が策定策定され、

ロジックモデルに基づき、がん対策が実施されてい

く。多くの指標が提示されているが、取り残されて

いる集団を特定し、対策するためにも、格差を計測

し、評価していく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
１．特許取得 
該当なし 
 
２．実用新案登録 
該当なし 
 
３．その他 
該当なし 
 



23 
 

表 1. 第 4 期がん対策推進基本計画における各指標の格差の可能性と対策への活用の視点 

 
 

 
各種指標 データソース 悉

皆
性 

代
表
性 

調
査
頻
度 

地
理
情
報 

社会経済指標 対策への活用 

地
理
的
剥
奪
指

標 世
帯
収
入 

教
育
歴 

加
入
保
険 

国 都
道
府
県 

市
区
町
村 

最終・分野別 
アウトカム 

がん年齢調整死亡率 分子：人口動態統計 
分母：国勢調査 

〇 〇 毎年* 町丁

字 
◎ × × × ◎ ◎ ◎ 

 
がん年齢調整罹患率

（進行度別） 
分子：全国がん登録 
分母：国勢調査 

〇 〇 毎年* 町丁

字 
◎ × × × ◎ ◎ ◎ 

 
がん患者の純生存率 分子・分母：（生命表） 

全国がん登録 
〇 〇 毎年* 町丁

字 
◎ × × × ◎ ◎ ◎ 

 
各種患者アウトカム（満

足度等） 
分子・分母：（拠点病院） 
患者体験調査 

× △ 数年に

1 回 
都道

府県 
△ × × × △ △ × 

中間アウトカム 
（予防） 

喫煙率・運動習慣他 分子・分母： 
国民健康・栄養調査 

× 〇 毎年 都道

府県 
△ 〇 〇 〇 〇 × × 

 
HPV ワクチン接種率 分子：接種者数（事業報告） 

分母：住民基本台帳 
〇 〇 毎年 市区

町村 
◎ × × × ◎ ◎ △ 

（検診） 検診受診率（全体） 分子・分母： 
国民生活基礎調査 

× 〇 3 年に 
1 回 

都道

府県 
△ 〇 〇 〇 〇 × × 

 
検診受診率（自治体実

施分） 
分子：受診者数（事業報告） 
分母：住民基本台帳 

〇 △ 毎年 市区

町村 
◎ × × × ◎ ◎ △ 

 
精検受診率（自治体実

施分） 
分子：精検受診者数 
分母：要精検者数（事業報告） 

〇 △ 毎年 市区

町村 
◎ × × × ◎ ◎ △ 

（医療） 標準治療実施割合 分子・分母：（拠点病院） 
院内がん登録＋DPC 

× △ 毎年* 都道

府県 
△ × × 〇 △ △ × 

（共生） 両立支援指導料の算

定件数（割合） 
分子：算定件数 
分母：がん患者数（NDB） 

〇 〇 毎年 郵便

番号 
◎ × × × ◎ ◎ ◎ 

個別施策 
（検診） 

受診勧奨実施市町村

数（割合） 
分子：実施市町村数 
分母：市町村数 

〇 △ 毎年 市区

町村 
◎ × × × ◎ 〇 △ 

（医療・共生） ○○を実施している拠点

病院数（割合） 
分子：実施拠点病院数 
分母：拠点病院数（現況報告） 

△ △ 毎年 都道

府県 
△ × × × 〇 △ × 



24 
 

 
図 1. 全がん年齢調整死亡率（75 歳未満、2020 年死亡）における格差計測のスケールの違い 

r は相関係数 
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図 2. 都道府県別指標と喫煙率（男性, 2019 年）との関連 

 
 
 

 
図 3. 都道府県別指標と喫煙率（女性, 2019 年）との関連 
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図 4. 都道府県別指標と大腸がん検診受診率（男性, 2019 年）との関連 

 
 
 

 
図 5. 都道府県別指標と子宮頸がん検診受診率（女性, 2019 年）との関連 
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図 6．市区町村単位の指標（右：地理的剝奪指標、左：人口集中地区居住割合）の 5 分位別に見た年齢調整死

亡率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


